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別記第２号様式 

千葉県一般競争入札公告 香土第２６号 

県単河川維持工事（黒部川河道掘削工その３）の一般競争入札の実施について 

 

入札公告（個別編） 

 

 地方自治法第234条第１項の規定により本工事の一般競争入札を実施するものとし、次のとおり公告

する。また、本入札公告のほか、入札公告（共通編）を併せて公告する。 

 なお、この入札は、ちば電子調達システムに係る電子入札システム（以下「電子入札システム」と

いう。）により執行する。 

 

令和８年８月２８日 

                                              

香取土木事務所長 髙柳 昌司 

 

１ 一般競争入札に付する事項 

（１）工事概要 

工 事 名 県単河川維持工事（黒部川河道掘削工その３） 

工 事 箇 所 一級河川利根川水系 黒部川  香取市 小見川 外 

予 定 価 格 ４２，９９９，０００円 

工事の種類 土木一式工事 

工 事 期 限 令和９年３月２５日限り（工事着手期限日 令和８年１０月２６日 ） 

工 事 概 要 

一級河川利根川水系黒部川貯水池の貯水量を確保するため、河道掘削を行うもの 

工事延長 Ｌ＝５０ｍ 

河道掘削 Ｖ＝３，０００ｍ3 

主 要 資 材 － 

 

（２）入札方式及び落札者決定方式 

   本案件は、入札参加資格の審査を入札執行後に行う方式（事後審査Ⅱ型）により入札を執行す

る工事である。 

    

入 札 方 式 一般競争入札（事後審査Ⅱ型） 

落札者決定方式 価格競争方式 

適用するダンピング対策 最低制限価格制度 ・ ☐低入札価格調査制度 

積算基準の適用  土木・☐ 土木(電気通信編・機械編)・☐ 営繕・☐ 下水(土木を除く)・☐ その他 

※入札公告（共通編）の参考を参照し、積算基準に対応した最低制限価格又は調査基準価格の算定方法を確認すること。 
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（３）入札日程 

入札手続き 期  日（開始日～期限日） 

入札公告期間 令和８年８月２８日（金）～令和８年９月１０日（木） 

設計図書等の縦覧期間※１ 令和８年８月２８日（金）～令和８年９月１６日（水） 

質問受付期間※１ 令和８年８月２８日（金）～令和８年９月７日（月） 

質問回答日 令和８年９月１０日（木） １７：００ 

資格確認申請受付期間※２ 
(申請書及び資格確認資料) 

令和８年９月１１日（金）～令和８年９月１５日（火） 

資格確認通知日※３ 令和８年９月１６日（水） 

入札書受付期間※２ 
(入札書、工事費内訳書) 

令和８年９月１７日（木）～令和８年９月１８日（金） 

開札日 令和８年９月２４日（木） １１：００ 

落札者決定通知日(予定)※４ 令和８年９月２８日（月） 

  ※１ 各日の午前９時から午後５時までとする。 

  ※２ 開始日の午前９時から期限日の午後５時までとする。 

  ※３ 事後審査Ⅱ型において、電子入札システム上、入札に参加するための処理として通知するものであり、入参

加資格を確認するものではない。 

  ※４ 入札参加資格の事後審査の手続きにより延期する場合がある。 

（４）入札条件 

建設リサイクル法※１ ☐ 対象 ・  否 

フレックス工期契約制度※２  対象 ・ ☐ 否 

ＩＣＴ活用工事※３  対象 ・ ☐ 否 

ＣＣＵＳ活用工事※４  対象 ・ ☐ 否 

難工事指定（県土整備部）※５ ☐ 対象 ・  否 

専任特例２号の場合※６の 

監理技術者の配置 
 対象外 ☐ 可 ・ ☐ 不可 

兼務できる工事の所在：千葉県内 

電子入札約款第２条第５項で 

定める誓約書※７の提出 
☐ 必要 ・  不要 

債務負担行為 ☐ 活用 ・  否 

契約初年度の支払い※８  有 ・ ☐ 無 

電子契約サービス※９ 
 可 ・ ☐ 不可 

本工事は、電子契約サービスを選択することができる。 

関連工事  有 ・ ☐無  

  ※１ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）の適用を受ける対象工事の場合、

分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられる。 

  ※２ 千葉県建設工事フレックス工期契約制度実施要領を参照すること。 

  ※３ 千葉県県土整備部 ICT 活用工事実施要領を参照すること。 

  ※４ 千葉県建設キャリアアップシステム活用工事試行要領を参照すること。 

  ※５ 千葉県県土整備部難工事表彰要綱を参照すること。 
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  ※６ 専任特例２号の場合とは、建設業法第 26 条第３項第２号による場合をいう。入札公告（共通編）の「主任技

術者（又は監理技術者）の配置」を参照すること。 

  ※７ 誓約書は、別記１号様式により、資格確認申請書と併せて提出すること。 

  ※８ ゼロ県債による債務負担工事を活用する工事の場合、契約初年度の支払い限度額が設定されていないため、

契約初年度は、前払金等の支払請求が出来ないことに留意すること。 

  ※９ 電子契約を希望する場合は、資格確認申請書と併せて、電子契約同意書兼メールアドレス確認書を提出する

こと。 

 

（５）その他 

  引き継ぎの明示 

    a.内容 ：組立式台船、土運搬船、敷鉄板、汚濁防止フェンス 

   b.時期 ：令和８年１0月下旬見込み 

   c.条件 ：特になし 

   d.その他 ：令和８年度 県単河川維持工事（黒根川河道掘削工その２）より引継ぎ。 

 

２ 入札参加者に必要な資格に関する事項 

  本案件の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

（１）個別事項 

名 簿 登 載 土木一式工事の格付がＢ等級又はＡ等級である者 

建設業許可 建設業の許可を有する者 

営 業 所 の 

所 在 地 

香取土木事務所管内（香取市、香取郡神崎町、香取郡東庄町）に資格者名簿に登載され

た主たる営業所（本店）又は従たる営業所を有する者 

技術者配置 保有資格 

 

－ 

 施工実績 

 
－ 

同 種 工 事 

過去１５年間に、河川工事を元請で施工した実績がある者 

そ の 他 
完成工事高 

災害対応貢献企業他 

・土木一式工事に係る完成工事高が、４３百万円以上である者 

・災害対応貢献企業である者 

 協定：地震・風水害・その他の災害応急対策に関する業務基本協定 

 団体：（一社）千葉県建設業協会 

  ・「名簿登載」とは、千葉県建設工事等入札参加資格者名簿（以下、「資格者名簿」という。）における、本案件の発

注工種に対応する業種別の登載状況及び登載されている格付等級による資格要件をいう。 

  ・「建設業許可」とは、本案件の発注工種に対応する建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に定める業種別の許可の

有無による資格要件をいう。 

  ・「営業所の所在地」とは、営業所の有無による資格要件をいう。ここで“主たる営業所”とは、建設業の許可を受

けた主たる営業所をいい、“従たる営業所”とは、建設業の許可を受けた従たる営業所で、千葉県建設工事等入札

参加資格者名簿において契約委任先として登録した営業所をいう。 

  ・「技術者配置」とは、本工事への配置を予定する主任技術者（又は監理技術者）に求める資格要件をいう。なお、

資格要件が設定されていない場合であっても、建設業法第 26 条の規定による主任技術者（又は監理技術者）の配

置（又は専任配置）は必須となることに留意すること。入札公告（共通編）の「10 主任技術者（又は監理技術

者）の配置」を参照すること。 

  ・「技術者配置」の施工実績及び「同種工事」の“過去 15 年間”の期間は、入札公告の前年度までの 15 か年度間に
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当該年度の入札公告までの日を加えた期間（平成 23 年４月１日～入札公告の日）をいう。 

  ・「同種工事」とは、入札参加者が有する元請（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率 20％以上の場合の

者に限る。）で施工した実績（竣工したもの）の有無による資格要件をいい、千葉県経常建設共同企業体取扱要綱

（平成７年 11 月７日制定）に基づき結成された経常建設共同企業体（以下、「経常ＪＶ」という。）にあっては、

いずれかの構成員に当該実績がある者を認める。 

  ・「完成工事高」とは、経営事項審査の完成工事高（「２年（又は３年）平均」の欄）について、等級格付けの基礎

となったもの又は有効な経営事項審査によるもののいずれかによる資格要件をいう。 

  ・「災害対応貢献企業」とは、以下のいずれかの有無に該当する者をいう。 

   ア 千葉県知事（又は事務所長）と所定の協定を締結している団体に加入している者 

   イ 過去２年間に、千葉県知事（又は事務所長）の要請に基づき公共土木施設等の災害の予防並びに機能の確保

及び回復のため、災害応急に係る業務（本工事の発注工種に係る建設工事）を施工した実績がある者。 

  ・上記の“過去２年間”の期間は、入札公告の前年度までの２か年度間に当該年度の入札公告までの日を加えた期

間（令和６年４月１日～入札公告の日）をいう。 

（２）共通事項 

  ア 資格者名簿に登載されている者のうち、千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要領（昭和

60 年４月５日制定）に基づく指名停止措置を、本工事の資格確認申請の期限日から本工事の

落札決定の時までの間、受けていない者。 

  イ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第 167条の４の規定のほか、次の各号に該当しな

い者。 

    ・手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本工事の入札日前

６か月以内に手形、小切手を不渡りした者。 

    ・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの

更生手続開始決定がされていない者。 

    ・民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの

再生手続開始決定がされていない者。 

  ウ 経常ＪＶで参加した場合には、その構成員は参加することは出来ない。 

   

（３）その他 

   なし。 

 

３ 総合評価に関する事項 該当なし。 

 

４ 各種書類の提出先他 

（１）資格確認資料、技術資料の郵送又は託送による提出先 

  千葉県県土整備部香取土木事務所 総務課 

  住所 千葉県香取市佐原イ９２－１１ 

（２）設計図書等に対する質問の提出先 

  katorido1@mz.pref.chiba.lg.jp 

（３）問合せ先 

  千葉県県土整備部香取土木事務所 総務課 

  電話 0478-52-5192 

 


